






― 48 ―

協会からのお知らせ



― 49 ―

協会からのお知らせ



プラスチック資源の分別収集
を促進するため、容リ法ルー
トを活用した再商品化を可能
にする。

市区町村と再商品化事業者が
連携して行う再商品化計画を
作成する。

主務大臣が認定した場合に、
市区町村による選別、梱包等
を省略して再商品化事業者が
実施することが可能に。

【使用の合理化】

ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者
など）が取り組むべき判断基準を策定する。

主務大臣の指導・助言、ワンウェイプラスチックを多く提供
する事業者への勧告・公表・命令を措置する。

資源循環の高度化に向けた環境整備・循環経済（サーキュラー・エコノミー）への移行

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案の概要

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック
資源循環等の取組（3R+Renewable）を促進するための措置を講じます。

1. 基本方針の策定

プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関す

る基本方針を策定する。
プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計
ワンウェイプラスチックの使用の合理化
プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等

2. 個別の措置事項

■ 主な措置内容

海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契機と
して、国内におけるプラスチックの資源循環を一層促進する重要性が高まっている。

このため、多様な物品に使用されているプラスチックに関し、包括的に資源循環体制を強化す
る必要がある。

■ 背景

設計
・
製造

【環境配慮設計指針】

製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、
指針に適合した製品であることを認定する仕組みを設ける。

認定製品を国が率先して調達する（グリーン購入法上の配慮）と
ともに、リサイクル材の利用に当たっての設備への支援を行う。

【製造・販売事業者等
による自主回収】

製造・販売事業者等
が製品等を自主回収
・再資源化する計画
を作成する。

主務大臣が認定し
た場合に、認定事
業者は廃棄物処理
法の業許可が不要
に。

【排出事業者の排出抑制・再
資源化】

排出事業者が排出抑制や再
資源化等の取り組むべき判
断基準を策定する。

主務大臣の指導･助言、プ
ラスチックを多く排出する
事業者への 勧告・公表・
命令を措置する。

排出事業者等が再資源化計
画を作成する。

主務大臣が認定した場合に
、認定事業者は廃棄物処理
法の業許可が不要に。

販売
・
提供

排出
・
回収
・

リサイ
クル

：ライフサイクル全体でのプラスチックのフロー

＜店頭回収等を促進＞

＜ワンウェイプラスチックの例＞

＜プラスチック資源の例＞

＜付け替えボトル＞

＜施行期日：公布の日から１年以内で政令で定める日＞

【市区町村の分別収集･再商品化】
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主唱：中央労働災害防止協会　後援：厚生労働省

12月 日12021年 4月 日302022年令和3年度

安全衛生教育促進運動
労働安全衛生法により

などが義務づけられています。
雇入れ時教育 職長等教育 技能講習 特別教育

STOP
ストップ

労働災害

正しい知識で 職場を安全・健康に！

※新型コロナウイルス感染症の拡大を防止しながら、職場の安全と健康を守る取り組みを進め
　ることが求められています。教育に際しては、適切な感染予防対策を講じましょう。

※

製造業における職長の能力向上
教育カリキュラムが策定されました！

すべての業種で、職長（班長・作業リーダー等）は
現場の安全衛生管理のキーパーソン的存在です。

定期的に知識・ノウハウをブラッシュアップしましょう。

製造業における職長の能力向上
教育カリキュラムが策定されました！

すべての業種で、職長（班長・作業リーダー等）は
現場の安全衛生管理のキーパーソン的存在です。

定期的に知識・ノウハウをブラッシュアップしましょう。

　労働災害を防止するためには、雇入れ時教育、職長等教育、作業内容変更時教育、特別教育等を
徹底するとともに、安全推進者、化学物質管理者、産業保健スタッフ、管理職などに対する安全衛生
教育、情報機器作業従事者・管理者に対する労働衛生教育、職長等を含めた安全衛生業務従事者に
対する能力向上教育などを推進することが大変重要となります。
　「新たな生活様式」の下での教育研修の実施、オンライン研修の適切な利用などを通じ、計画的に
安全衛生教育を促進・支援することが大切です。
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安全衛生教育促進運動詳しくはこちら で

をご覧ください。安全衛生教育促進運動サイト

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、
都道府県労働基準（労務安全衛生）協会（連合会）、一般社団法人新潟県労働衛生医学協会、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会、一般
社団法人仮設工業会、一般社団法人全国登録教習機関協会、一般社団法人日本クレーン協会、一般社団法人日本ボイラ協会、一般社団法人日
本労働安全衛生コンサルタント会、公益財団法人安全衛生技術試験協会、公益財団法人産業医学振興財団、公益社団法人建設荷役車両安全技
術協会、公益社団法人産業安全技術協会、公益社団法人全国労働衛生団体連合会、公益社団法人日本作業環境測定協会、公益社団法人日本産
業衛生学会、公益社団法人日本保安用品協会、公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会、高圧ガス保安協会、日本労働災害防止推進会、一般
社団法人安全技術普及会、一般社団法人セーフティグローバル推進機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（順不同）

協賛団体

安全衛生教育に関する相談窓口はコチラ
《中央労働災害防止協会　安全衛生教育相談窓口》

（中災防本部）

jisha-soudan@jisha.or.jpメール
03-3452-6296電　話

　労働災害防止のために不可欠な安全衛生教育、特に労働安全衛生法に基づく教育等を促進するため、中央
労働災害防止協会（中災防）が主唱し、厚生労働省の後援のもと、業種別労働災害防止協会や都道府県労働基準
（労務安全衛生）協会（連合会）等および全国的な安全衛生関係団体が一体となって展開している運動です。
　中災防は2018年度を初年度とする国の第１３次労働災害防止計画や、国の「安全衛生教育等推進要綱」
（2016年１０月１２日付け基発１０１２第１号）の趣旨を踏まえ、この運動を広く展開していくこととしています。

安全衛生教育促進運動とは

技能講習や
特別教育はどこで
実施していますか？

技能講習・特別教育が
必要な業務は？

高年齢労働者への
安全衛生教育で
重要なことは？

安全衛生教育に
関するテキストは
どこで買えるの？

職長の能力向上
教育の進め方、
カリキュラムに
ついて知りたい！

安全衛生教育の
実施状況が確認できる
チェックリストがほしい！
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 編 集 後 記 
 

 2021年の漢字が『金』と発表されました。金メダルや金字塔から取ったとのことですが、

研修・広報委員会としては、所掌している会員研修会が「禁（きん）止」となり、少々寂し

い一年でした。 

コロナ禍で行動が制約され、家時間が多くなった一年でしたが、一番印象に残っているの

は大谷翔平選手の活躍です。毎朝のニュースで「ショータイム」を確認するのが楽しみでし

た。また、ブラウブリッツの活躍もあっぱれでした。昨年のこの欄に「今年のＪ２での活躍

をお祈りします。」と書きましたが、その通りとなりうれしいです。と言うことで「今年は

Ｊ２上位での活躍をお祈りします。」と書かせていただきます。 

さて、今年の「ばっきゃ」ですが、多くの事業が中止となり、ページを埋めるのに苦労し

ました。そこで、クリーンアップ事業、会員研修会、優良事業所視察研修については、これ

までの事業内容を年度別に振り返りました。平成21年から続いていたクリーンアップは、会

員延べ参加人数が2700人を超えており、改めて、多くの方々がクリーンアップに参加いただ

いていることに敬意を表したいと思います。 

2022年もコロナとお付き合いしなければならないでしょうが、再び、皆さんとお集りし、

歓談できることを期待したいと思います。 

         ☆☆☆ 研修・広報委員会 委員長 籾山一人 ☆☆☆ 

 

 

 

 12月に入って歯痛がひどく20年ぶりに歯医者に行ったら、1月に「親知らず」を抜くこと

となり、私の2022年は歯医者からスタートいたします。 

 プラスチック資源循環促進法も4月に本格スタートします。どのような形で排出・処理さ

れるかは未だ見えてきませんが、廃プラの流れが劇的に変わるのは間違いないようです。 

カーボンニュートラルやSDGｓの取組みも、産業廃棄物業界においてスタートさせなけれ

ばいけない時期に来ているかと思います。11月の中央支部の研修会でみずほ銀行秋田支店中

村壮支店長が「SDGｓを自社の成長戦略として推進しなくては取り残される」と話されており

ました。既に、脱炭素に取り組まれている会員や、SDGｓ宣言されている会員もおられますが、

みんなが具体的な行動をスタートせざるを得ない状況になっているようです。 

廃棄物から離れますが、電子帳簿保存法の改正により電子取引で受領した領収書等の電子

保存義務化がスタートとします。協会の会計システムが対応していないため、当分の間は紙

対応となりますが、こんなところにもデジタル化の波が来ております。 

 2022年もいろいろなスタートが切られます。協会といたしましても、遅れをとらないよう、

情報収集・情報発信に努め、何らかの行動をスタートさせたいと思っております。 

☆☆☆ 事務局長のひとこと ☆☆☆
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本社 〒 秋田県大仙市花館字鶴田 番地

一般廃棄物収集運搬業

産業廃棄物収集運搬業

廃棄物中間処理業

建造物解体

品目 廃プラスチック類、小型廃家電、廃蛍光管

木くず、紙くず、繊維くず、がれき類、

ｶﾞﾗｽくず・コンクリート及び陶磁器くず、

汚泥

産業廃棄物運搬のご用命は、

環境配慮と適正収集運搬
安全運行の緑ナンバー許可事業所へ

貨物自動車運送業・産業廃棄物収集運搬業
土木工事一式・（とび土工・大工・鋼構造物）工事業

代表取締役　髙島　慶美
専務取締役　髙島　慶人

有限
会社髙 島 興 業

〒010-1622 秋田市新屋日吉町17-20
TEL 018-828-1350  FAX 018-828-1376
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総合建設業

代表取締役　佐藤  利昭
本　社／〒014-0014 秋田県大仙市大曲福住町6番6号
　　　　 TEL.0187（62）4321㈹  FAX.0187(63)0607

秋田営業所／〒010-0917 秋田市泉中央二丁目11-5-206
　　　　 TEL.018（895）5255㈹  FAX.018(895)5250
　　　　URL：http：//www.takakichi.co.jp

髙吉建設株式会社

限りある資源を大切に
製鋼原料・非鉄金属全般  随時買取

代表取締役 小野寺　盛

〒010－0816 秋田市泉字登木224－3
 TEL 018－862－5789
 FAX 018－862－5230

有限会社 奧野商店
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環境美化に貢献する

株式会社 羽後環境
代表取締役  後  藤    大  亮

・産業廃棄物・運搬処理・処分
・中間処理　・解体業
・し尿汲取　・浄化槽清掃

秋田県横手市雄物川町沼館字高畑439番地
TEL:0182-22-4191  FAX:0182-22-4192
産業・一般廃棄物最終処分場
TEL:0183-62-5583

資源に変える智恵
エネルギーに変える力

本社／〒011-0904 秋田市寺内蛭根三丁目24番地の3 TEL:018-865-3776 FAX:018-865-3778
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土木工事一式　環境整備事業

豊興産株式会社
代表取締役　石黒　　慎

〒010-1633 秋田県秋田市新屋鳥木町1番82-2号
TEL 018-828-4611　FAX 018-828-3373

　　　 業 務 概 要
◆土木工事一式・環境整備事業
◆産業廃棄物収集運搬
　（有害含む）・処理処分
◆各種汚泥中間脱水
　（移動式）・処理処分
◆特別管理産業廃棄物収集運搬
◆下水道管溝清掃・点検・TV調査・補修
◆廃電池・蛍光管収集運搬
◆その他の環境整備業務全般

本社 〒 秋田県大館市花岡町字堤沢 番地

： ： ：
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ビルの総合管理から 
廃棄物処理まで 

大洋ビル管理株式会社 
〒010-0923 秋田県秋田市旭北錦町 1-14 

TEL.018-865-0601 FAX.018-865-0612 

代表取締役社長 内 村 和 樹 
 

営業内容          

●清掃管理業務 

●警備保安業務 

●廃棄物処理業務 

●設備管理業務 

●衛生管理業務 

●管理代行業務 

こ
の
環
境
を 

守
ら
な
く
て
は…
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限りある資源を有効利用し、
私たちの未来を守ります。

クリーンセンター
〒014-0065 大仙市下深井字板口端31番地　電話（0187）63-6344　電話（0187）63-6669

株式
会社木村土木

土木工事土木工事

解体
工事
解体
工事

産業廃棄物
処 理 業
産業廃棄物
処 理 業

⑨-127×173
カラー

○空調・給排水衛生設備工事
○上 下 水 道 施 設 工 事
○空調・給排水衛生設備工事
○上 下 水 道 施 設 工 事

○下 水 道 処 理 施 設 維 持 管 理
○TVカメラ調査・管渠更生工事
○下 水 道 処 理 施 設 維 持 管 理
○TVカメラ調査・管渠更生工事
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社会のニーズに対応し
都市空間を活用する

解　体　事　業　部
ＫＯＮＯ産廃事業部

事業所 秋田市上北手古野字深田沢41
 TEL.0 1 8（8 3 9）3 5 6 1（代表）
 FAX.0 1 8（8 3 9）3 5 6 0
ＵＲＬ http://www.tamurakk.co.jp/
E-mail a k i t a@ tamu rakk . co . j pISO

14001：2004（産廃事業部）
  9001：2008（工事事業部門）
登録番号：QS-3146/ES-521

株式
会社田村建設AMURA

本社：秋田県湯沢市字鶴館39番地4　TEL：0183-73-0188　FAX：0183-72-0118
リサイクルセンター：秋田県湯沢市山田字福島尻57番地1　TEL：0183-72-0117

 

●廃棄物収集運搬　 ●解体工事　 ●中間処理　 ●骨材生産 　●建設土木

お客様に感謝、

地域に感謝、

仲間に感謝。
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鳶・土木工事一式

門間工業有限会社
代表取締役　石　川　明　仁

南秋田郡井川町今戸字イナリデン３の４
ＴＥＬ　0 1 8 （ 8 7 4 ） 2 4 2 9
ＦＡＸ　0 1 8 （ 8 7 4 ） 3 9 2 2

― 63 ―




